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（ 会議経過 ）

報告（１）宮崎市障がい福祉関連施策について(令和6年度実績・令和7年度計画)

報告（２）第4期宮崎市障がい者計画中間目標の評価について

報告（３）第7期宮崎市障がい福祉計画(第3期宮崎市障がい児計画)の進捗について

※事務局より資料１、資料１ー２、資料２、資料２－２、資料２－３、資料３について説明。

＜議長＞

事務局から報告があった内容は３点。障がい者計画については、質問とその回答。２番目の中間目標につ

いては、アンケートを実施する旨とその内容。３番目は、障がい福祉計画が現在の数値目標に対してどの

ように進捗しているかの報告である。11時頃まで質疑応答を受け付けるため、説明に対して質問があれば

お願いしたい。

＜Ａ委員＞

資料１－２にご回答をいただいた質問をさせていただいたが、これについてお礼を申し上げる。

まず質問①について、もし職員向け高次脳機能障がい啓発優良自治体表彰があれば宮崎市を1番に推薦し

たい。それほど熱心に職員向けの啓発をしていただき、感謝申し上げる。事業所向けについては非常に懸

念している。県が研修を実施しているが、定員オーバーだという話も伝わってきている。本当はそのよう

な受け入れを行う事業所では、職員全員が知識を持つべきである。これは県と連携を取り、市としても県

に早急な対応を要望していただきたい。

次に、質問②については、多様な取り組みの方向性について心から感謝する。質問③については、取り組

んでいこうという方向性はありがたいが、現実には学校の先生方はご存知ないと思われる。研修で15分で

も良いので、まず知識を獲得し、取り組んでいただきたい。鹿児島県の中学校がどのような支援をしたか

という記録や、全国の特別支援学校病弱教育校長会がダウンロード可能な資料として作成している職員向

け高次脳機能障がいリーフレットなどもある。15分の研修でも良いので全職員に届くような取り組みを実

施していただきたい。

質問④については、ここまで調査していただき感激している。結果を見て驚いた。令和元年、県の高次脳

機能障がい支援連絡会議の場で、県の身障センターが5000人近くの病院に繋がっている人のデータを取得

した際、手帳を持つ者は県下で10名、つまり0.3%であった。今回の数字を宮崎市で考えると、県の調査

で分かった高次脳機能障がいであると思われる者は最低でも県内に7054人いる。人口比で計算すると、宮

崎市には少なくとも2700名程度いると推測される。その中で66名という数字は、単純計算で2.5%である。

高次脳機能障がいと診断書に記載がない者もいるかもしれない。例えば精神科の病院であれば器質性精神

障がいという名称で記載されており、全てを拾いきれていない面もあるかもしれないし、身障手帳を持っ

ていて精神手帳は持っていない者もいる。啓発が進んでいるとしても、それを過大に見積もっても2.5%の

倍まではいないだろう。2.5%の倍は5%である。つまり95%は公的支援に繋がるパスポートを得ていないと

いう、非常に厳しい実態がある。手帳を持つ意味の啓発やメリットをどう伝えていくかという点では、本

県は診療体制や確定診断が非常に立ち遅れている。これは非常に大きなデータであり、県の方でもぜひし

っかり考えていただきたい。支援が始まってかなりの年月が経っているにもかかわらず、多くの人々が放

置されている、あるいはどこにも繋がらずに本当に悩んでいるという実態があることを理解していると思

うので、市役所としても県と連携を取り、引き続き支援をいただきたい。本当に丁寧な回答をいただき感

謝を申し上げる。

＜Ｂ委員＞

今回、Ａ委員の様々な発信が具現化していることに感銘を受けた。障がい者5団体（精神、肢体、知的、

視覚、聴覚）での意見交換会を実施しているが、なかなか進展が見られない状況である。このような窓口
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を活用して発信することの重要性を痛感した。

アンケートについて質問がある。このアンケートは紙面で実施する予定なのか、それともWEBフォームの

ような形式で実施する予定なのか、という点が気になっている。現在、学校では一人一台端末が導入され

ているため、家庭でアンケートに回答するのか、あるいは学校内で動画を視聴した上で回答する計画なの

か。障がいがある方の中には文字検索や支援員による読み上げが可能な場合もあるため、小中学生だけで

なく、以前のアンケートのように別の障がい者向けにもルビを振ることで、より多くの意見を収集できる

のではないかと考える。もう一つの疑問は、一般の対象年齢が16歳から65歳以下とされている根拠であ

る。自身の親世代が回答できないことに疑問を感じた。

＜障がい福祉課長＞

アンケートの取り方であるが、現在WEBフォームなど様々な手段がある。これについては、こちらの集計

を簡略化したいという意図もあり、フォームの方がより早く回答できるという利点もあるため、実際に回

答する側の視点も含め、最終的に紙面かWEBフォームかを決定したいと考えている。

＜課長補佐兼管理係長＞

ご質問をいただいた一般の対象年齢については、前回のアンケートが当初16歳以上65歳以下であったた

め、前回と同世代をアンケート対象者とさせていただきたい。

＜Ｂ委員＞

例えば、WEBフォームでアンケートを取る際も、20代、30代、40代といった世代ごとの選択肢があれば、

もっと幅広い世代の意見が得られるのではないかと考える。

＜課長補佐兼管理係長＞

補足であるが、年齢層についても16歳から各年齢層をランダムに均等に分けた対象でアンケートを実施す

るということで、前回同様とさせていただきたい。

＜議長＞

全年齢層からアンケートを取ったとして、65歳以上をカットして昨年度と比較することは可能ではないか。

対象を絞るよりも、アンケートに年齢を記載することで対応できるのではないか。

＜課長補佐兼管理係長＞

検討させていただく。

＜議長＞

アンケートは動画を見てから行うのか、アンケートに答えてから動画を見るのか。これは全く異なる結果

になると思われる。

＜障がい福祉課長＞

アンケートの一番最後に動画のQRコードがあることについてのお尋ねか。例えば最初に動画を見せてから

アンケートを実施した方が良いのではないか、ということか。

＜議長＞

中身を比較するのであれば見ないで行い、後で見せるようにしないと、見せてから行うと皆、結果が良く

なるのではないか。

＜障がい福祉課長＞

子どもによってはそこが目について先にやってしまうかもしれないが、そこはお任せするという形である。

最後に見るようにというのは、口添えしておくようにする。
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＜議長＞

WEBフォームだと一番最後に載せる。紙だと別の紙で実施してもよいだろう。アンケートの目的が前回と

の比較というものであったため、データとして見せないで取得し、来年度に多く見てもらい、知ってもら

うのが良いだろう。アンケートの目的が前回と比較したいと言うのがあったので、そうであればデータと

して見せないでとって、来年度、いっぱい見せてもらって知ってもらうというのがよいのでは。

＜障がい福祉課長＞

承知した。

＜Ｃ委員代理＞

資料３の23番と24番についてお聞きしたい。相談支援の体制の強化という点であるが、23番は目標値6

件に対し59件、24番は目標12回に対し302回と、非常に乖離が大きいと感じる。これは基本的に基幹相

談支援事業所からの報告によるものと推測する。そうであれば、基幹相談支援がこのような報告、例えば

24番の地域の相談室相談機関との連携強化の取り組みの実施回数が302回であるという報告を、行政から

見れば12回程度の認識ではないかと考える。そのため、認識の仕方に差異があるのではないかと感じてお

り、実際どのような形の報告が上がっているかお聞きしたい。

＜生活支援係長＞

ご質問の件については、実際の件数としての報告は、おっしゃる通り基幹相談支援センターから受けてい

る。元々の設定、最初の設定のときにこれぐらいという見込みを立てたのであるが、実際は施設と相談事

業所への教育、すなわち支援の方が想定よりもだいぶ多く、関わりが強くなっているというところがあり、

実際実績として上がっている。細かい実績を1件1件という形ではなくこちらも最終的な件数でしか把握

していないが、最初よりもより相談支援充実というところに力を入れた結果となっている。見込み値など

も当初の見込みよりも上がっている状況となっているのが実際のところであった。

＜議長＞

この12回が302回というのは、非常に問題点が多いということか。

＜生活支援係長＞

基本的に、計画を立てて様々な事業者を回るという取り組みを行っている。相談支援センターが事業所を

回る形であるため、問題が起きているというよりも、相談支援事業に一生懸命頑張ってほしいという意図

で、支援を強化した取り組みの結果である。

＜Ｄ委員＞

まずアンケートの件であるが、小学校6年生向けのアンケートとしてはかなり難しいのではないかと思う。

例えば知的障がいと発達障がいの違いなどが分かるのか。注意書きはあるものの、理解できるか疑問に感

じた。問5の小学中学生向けでは、4番目の「障がいのある人もない人も、一緒にスポーツや文化活動を

楽しむ機会を増やす」という項目があるが、やはり学校教育の中で一緒に授業を受けたり、一緒に遊ぶと

いう項目が重要ではないかと考えた。

次に、療育手帳保持者へのアンケート、問5の「外出した時どのようなことで困りますか」についてだが、

その前の問4の「どのような目的で外出しますか」という問いでは、今の時代、食事に出かけるというこ

とがかなり大きな割合を占めていると思われる。私たちもそうだが、本人たちを連れて一緒に行ったり、

事業所内で食事に出かけたりすることは非常に多い。そのような選択肢が全くないこと、そしてその際に

困ることはレジである。レジに並ぶ際、他のお客様が並んでいると、本人たちはお金の計算が苦手なため、

そこで時間を取られてしまう。本人も私たち支援者も申し訳ない気持ちになる。もう少し合理的配慮がな

されると良いのではないかと感じた。

もう一つ、資料３の126番目の外出介護事業について、時間数は増えているが、実際にこの事業を行って
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いる事業所は数が少なく、まず第一にヘルパーが不足している。私たちは買い物支援、食事支援、通院支

援などを依頼するが、なかなか引き受けてもらえない。「既に利用されている方が優先です」と言われ、新

規の利用者は受け付けないという事業者が多いため、趣味活動などに利用できる機会が少ない。また、例

えばトイレ介助が必要な女性がヘルパーを利用して外出する場合でも、男性ヘルパーしかいないとなると

利用できない。そのため、市がもう少し手厚く対応しなければ、時間数が増えても同じ人ばかりが利用し

ている状況から変わらないのではないか。

＜Ｅ委員＞

各障がい者向けのアンケートで、問2と3以外は全て同じである。障がいによって活動への参加の仕方は

様々であり、あくまで計画の中間評価という点から、計画の全てを網羅するのは難しいだろうが、そこを

もう少し吸い上げるような内容にしてほしい。令和3年度からの達成度を確認するだけでなく、もう少し

中身のあるアンケートにしてほしい。

＜議長＞

設問を少なくして作られているが、逆にその部分は残したまま、若干の追加を行うという考え方もあるだ

ろう。また検討していただきたい。

＜Ｆ委員＞

障害者総合支援法を見ると、難病も含まれている。以前もこの会議で述べたが、難病関係が全く入ってい

ない。様々な提起がなされているが、総合支援法で実施しているというのであれば、難病という文言がど

こかにあっても良いはずである。しかし、アンケートを含め、全てにおいて難病という言葉が見当たらな

い。私自身、視覚障がい者であり、障がい者の部分に該当する。私は「網膜症」という難病を抱えており、

現在、医療機関の尽力により、遺伝子治療や再生医療が発展し、もしかしたら障がい者にならなくて済む

のではないかと期待している。その難病というものを文面で取り上げてもらえなければ、はっきり言って、

様々な会議に出席しても、なぜ私が団体の代表として出席しているのか、その位置づけも分からない。た

だ、人数合わせで来ているだけなのかとも思ってしまう。宮崎市は障害者総合支援法に基づいてこのよう

な計画を策定していると思うが、以前にも述べたように、障害者総合支援法、障がい者の基本計画の中で

取り組みについて、その名称を、指定難病でも良いので難病という文字をどこかに入れてもらうと、難病

に対する意識付けになる。障がい者に対する意識付けはあるだろうが、難病に対しても同じようにして取

り組んでいくのがこの総合支援法ではないかと私は考えている。いずれの会議に出席しても難病に関する

文言がないため、残念に思いながら会議を終えて帰る。せっかく計画を策定しているのに、以前にも質問

したところ、わずかな箇所に「指定難病」という一文字が入った。しかし、全体的に見て、難病もこの総

合支援法に含まれているということを必ず意識づけてもらわないと、難病は就労も含め、全てにおいて障

がい者と同じように対応が扱われることになっていると思うので、その辺りをもう少し考えて欲しい。様々

な設問がある中で、難病に関するものが全く出てこず、障がい関係の設問ばかりであるため、難病の位置

づけがどうなっているのか疑問に思い、質問させていただく。

＜障がい福祉課長＞

文言として、アンケート等にも入っていなかったということがあったため、本日いただいた貴重なご意見

はきちんと反映させ、次の会議で確認いただければと思う。ありがとうございました。

＜議長＞

なかなか気づかないこともあり、そのつもりで書かれていない場合もあるが、今のような意見があると、

それはできないことではないと思われる。意識を持って、文書等を作成する際にもその点を注意してもら

えるよう、よろしくお願いしたい。

先ほど市のご説明で少し訂正したいというところがあるため、説明をお願いしたい。

＜生活支援係長＞
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先ほど、資料３のNo.23、24について、私の方からお答えした件であるが、№24の連携強化取組実施回数

について、先ほど基幹相談支援センターが対応した件数とお伝えしたが、地域活動支援センターⅠ型とい

う事業があり、そちらで対応した件数であり、訂正してお詫び申し上げる。取り組みを強化したというと

ころでは変わりない。

協議（１）第8期宮崎市障がい福祉計画(第4期宮崎市障がい児計画)の策定に向けたアンケ

ート(案)について

※事務局より資料４、資料４ー２について説明。

＜議長＞

時間のある限り、ご意見等あれば、お願いしたい。

＜Ｃ委員代理＞

アンケートは非常に良いと思う。しかし、同じ宮崎市であるにもかかわらず、地域によってはサービスが

使えないのではないかということを、このアンケートで確認する必要があると考えている。私は就労支援

部会長であり、自立支援協議会の中でもこの件について話をしてきた。就労支援部会でも話をしているが、

田野町に住んでいると事業所がないからB型事業所を選べない。内海に住んでいると福祉サービスそのも

のが非常に厳しい。事業所の偏在は実際にあり、私の事業所は恒久6丁目で運営しているが、かなり東の

方である。それでも恒久で3番目ぐらいの南側になる。そこから南に行くと事業所を選びにくい。北に行

っても同様である。この点は非常に重要だと考える。同じ宮崎市に住んでいる方がサービスを使えないと

いう状況があるのではないか。そういった点をアンケートに盛り込んでもらえると良いと思う。

＜障がい福祉課長＞

貴重なご意見で、さっそく反映させていただく。

＜Ａ委員＞

今のお話と少し通じる話であるが、例えば資料４－２の問1のところで、同行援護というものがある。高

次脳機能障がい者は場所が分からない。地誌的障がいがあるためである。視覚に障がいがなくても、一人

で目的を果たして帰ってこれないため、そのような支援ができているかはこのアンケートでは分からない。

しかし、アンケートに様々な項目を盛り込むと、多すぎて回答が大変になるため、これは問題提起に留め

る。

非常に素晴らしいと思ったのは、問7、8、9あたりで、実績や対応職員を調べていただくと、イメージが

かなり膨らみ、ありがたいと感じた。

それから問11であるが、連携していない理由として、我々の障がいの場合は連携先が分からないというも

のがある。どこに繋がれば良いのか、下の方の3番に「情報がどこで収集できるか分からない」、4番に「仕

方が分からない」という項目があるが、ここに「連携先が分からない」と入れていただければ、より明確

になるのではないか。

次の問12、13、14のところであるが、母数は必要ではないか。イメージを得るために、何人いて何人が移

行したのか、それは使い方によるかもしれないが、問題提起である。

問23のところであるが、受講した後に本当にそれが活かされているかというところが非常に気になってい

る。研修を受けたから、積極的に高次脳機能障がいを受け入れるようにPRしているかなど、そのようなこ

とをなさったかどうかを取っていただけるとありがたい。

団体向けで思ったことは、これも先ほどの話と同じであるが、様々なサービスがある中で、高次脳機能障

がいの方も使えるのかが分かると良いと思う。これも恐らく非常に難しいので、問題提起に留めるが、実

際どこまで使えるのか。先ほど言われたように、同行支援などは既存の人が手いっぱいでそれ以上できな
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いという状況は、事業所側もなかなか難しいので、アンケートに入れてくれということではなく、問題提

起として話をしたい。

それから、問1の利用でどんなことが困るかということであるが、我々の仲間が一番不安に思っているの

が「偏見」である。分かってもらえないという点である。それはぜひ入れていただけるとありがたいと感

じた。そのことの裏返しが最後のページであるが、「啓発」に力を入れていただきたい。一般の人に障がい

理解を促すことに力を入れていただきたいとお願いしたい。回答は不要である。分かっていただければ幸

いである。

＜Ｂ委員＞

今回のアンケートは障がい者団体向けと記載されているが、私の団体も宮崎市であるものの、内海から西

都の方まで会員がいらっしゃる。抱えている問題も年代も非常に幅広いため、それをどこまでこの紙面に

凝縮して記載できるかという点が気になった。先ほど甲斐委員がおっしゃっていたように、山の方で、宮

崎市ではあるものの、ここにサービスがなかったり、宮崎市の中央部に住所を置いているものの、清武の

事業所を使いたいと思っても、3部門で分かれているためこちら側しか駄目だという、様々な規制もあっ

て、利用したいができないという部分も結構あるため、それをこのアンケートの中に、段階として、どう

凝縮して記載できるのか、だからもう最後の問3に集中してしまうのではないかと思う。今回は事業者向

けと障がい者団体向けにしか取らないということか。団体の年齢も様々で６５歳以上の方もいれば就学前

の方もいる。アンケートをとられる対象をもう少し検討される方がいいと思う。

＜障がい福祉課長＞

確かに団体で1枚になると住んでいる所も違うし年代も違うし、お答えいただく内容が多岐にわたる。設

問を検討させていただきたい。

＜Ｄ委員＞

事業所向けの方であるが、複数のサービスを実施しているところについては、問7の受け入れ可能かとい

う点について、どのように回答すべきか悩んでいたところである。おそらく、昼間であれば医療的ケア児・

者は看護師がいるため受け入れ可能であり、てんかん発作のある方でも受け入れ可能であると回答できる。

しかし、グループホームになると看護師がいないため、受け入れはできない。てんかん発作も重度であれ

ば受け入れができないというように、自分が回答する立場になった場合、どのように回答すべきか悩んで

いたところである。

＜障がい福祉課長＞

そこは回答を2枚に分けるなど、検討させていただきたい。

＜Ｆ委員＞

申し上げているとおり難病関係は全く載っていないので、今後、検討いただきたい。障がい者団体もある

が、私達難病患者団体もいくつかあり、うちには6団体が加盟している。それ以外にも関係団体はあると

思う。健康支援課が把握しているはずである。就労支援についても、障がい者と同じであるが、枠に入っ

ていないのが現状である。難病というだけで外されることがある。だから、そのような意見も難病患者団

体に聞いていただきたい。実を言うと、難病患者団体も年齢層は65歳を超えている方が多い。うちの団体

も平均年齢が64、5歳であるため、60、65歳以上の方は、回答する人がほとんどいないのが実情である。

＜Ｂ委員＞

先ほどもご意見があったが、利用者に重複利用が見られる。福祉サービスの件数は増加しているものの、

結局、毎日利用している人が多く、それが実績数値を押し上げている。地域や様々な事情、情報不足など

により、全く利用できない人もかなり多くいる。私の場合、特別支援学校に子どもが通っているが、朝の

送迎に事業所を使わないのが基本である。しかし、事業者と協力して事業者が送迎し、放課後等デイサー

ビスに行き、そのまま日中支援からショートステイへと、ずっと事業所にいるのに、学校に来て、いつ家
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に帰っているのだろうかと疑問に思うようなケースが実際に何名かいる。そのような状況はなかなか数字

には現れない。先ほど内容・質の検討についても言及があったが、そこがもっと分かってくると、このア

ンケートから、さらに質を向上させるために、さらに適切な利用ができるように、話し合いを通じて、そ

して様々な場所で情報を発信しながら、平等に利用できるようにすることが最終的な目標であると考える。

＜議長＞

私がひとつだけ言うと、やはり広報が必要であると思う。今、市がやるべきことをやっているが、どちら

かというと、本当はうちの団体はこんな活動をしたい、あるいはこのようにやれば良いといったアイデア

を多く持っている団体や利用者もいるのではないかと思う。そのような意見を聴く場もあれば、それが普

及に繋がる。こちらでいろいろ考えてもなかなかアイデアが浮かばないので、聞くと良いのではないかと

思う。

＜Ｇ委員＞

アンケートについて、私達の団体は把握しているものの、他の団体のことは知らないことが多いため、皆

にもわかるようなアンケートを作成してほしい、そのようにまとめていただけたらと考えている。個人個

人で差があると思われるため、連帯して、どうすれば解決できるかはなかなか難しいだろう。そこをどこ

まで、どの範囲まで対応できるのか、どのようなアンケートを作成するのかが課題である。

＜Ｈ委員＞

アンケートについては良いと思うが、その他のことに関して申し上げても大丈夫だろうか。今、東京都都

市整備局で出している「高齢者、障がい者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例」における「劇場

等の客席」の規定整備の考え方が、今パブリックコメントで出されている。映画館とか劇場とかの階ごと

の総座席数のうち車椅子席数は、国の基準は0.5％だが、東京都は0.75％で、かつ隣接して同伴者席を設

置するというのを今パブリックコメントで出している。このような配慮があると本当に良いなと思ったの

と、ヘルパーさんとかが横についてほしいのだが、宮崎市としてもこのような取り組みを今後考えていっ

てほしいなと思う。

＜Ｉ委員＞

アンケートについて、私どもは事業所でもあり当事者団体でもあるので、両方の視点でアンケートの回答

をさせていただく。

＜議長＞

その他、全体を通じて、ご意見はあるか。

＜Ｂ委員＞

私は今、教育の現場がひどく低迷していると感じている。社会を変えるには教育を変えるのが一番だと考

えるが、コロナ禍など様々な要因により、どうしても単独で考えたり解決する場面が多い。幼稚園のバス

で子供が置き去りにされたりといったニュースがあり、説明会の話を聞いていると、あたかも他人事のよ

うな発言で、自分事ではないと感じる点が非常に気になっている。私の息子は昨年、ちょうど1年前の10

月9日に特別支援学校の給食で誤嚥事故に遭った。救急車も要請されず、病院への説明もなく、子供は発

信できないため、状態がおかしいと感じながらも、担当の担任の虚偽の報告で様々なことが進んでしまっ

た。20年以上の経験がある管理職の対応も全くそこに触れないのが非常に不思議であったが、次年度には

降格どころか昇給して校長になり、学年が変わってしまったら、該当する全員が異動になり、話す人がい

なくなってしまったという状況である。県教育委員会も、私も協議の中に入ったことはあるが、何か少し

ずれていると感じている。そんな中、先日のニュースでは、中学3年生のテストの評価が全国で46位、小

学生に関しても37位タイであったという点も気になる。やはり、良い先生に恵まれれば、私たちはどんな

生活環境でどんなところに生まれても、ちゃんとした人生を送れるのではないかと、様々な子供たちがボ

ランティアに来てくれるのを見て感じる。若い人が今すごく活性化している一方で、年齢を重ねて古い体
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制で考えている方に、非常に問題を感じる。今、地域と学校がなかなか連携しづらい部分も様々な状況で

ある。しかし、オンラインが進んでも対面で話し合いを進め、見守っていくことが今後大事なのではない

か。そのためにはこの障がい福祉計画も非常に有効であり、地域で自治体で一人一人が自分事として取り

組んでいくことが非常に大事だと考えた。今年度から福祉総務課が福祉まつりにかわる事業として、助成

金200万円でイベントと出店を募集している。今、エントリーしているのは私の団体だけであるが、福祉

総務課も初めての試みであるため、私は様々な助成金申請の経験があるので、それを踏まえて話し合いを

行い、おそらく12月には良い形でできるのではないかと考えている。やはり失敗を繰り返しながら対面で

話し合い、みんなで築き上げていくというところが、今この時代として大事なことなのではないかと思っ

た。

＜議長＞

たくさんのご意見、ご質問をいただき感謝する。以上で本日の協議を終了とする。


